


◎現行の現金主義の官庁会計では表示されない、道路・建物などの資産や負債（地方債）などのストック情報や人件費も含めた事業に要するコストを明らかにすることにより、更なる情報開示と組織経営マネジメントに活用する

◎これまで見えなかった情報を明らかにする取組みは、自らに厳しい説明責任を課し事業改善への圧力を増すことにつながるが、そのような取組みを通じて、真の地域主権の確立を目指す


◎総務省２モデル、東京都会計基準、国際公会計基準等を比較のうえ、大阪府の会計基準を検討

総務省改訂モデル･････決算統計を組み替えて財務諸表を作成する方式

基準モデル･････複式仕訳を行う方式を基本としているが、一般的な企業会計基準と構造的に異なる部分が多い。

東京都会計基準･･･････基本的に民間企業の会計基準に準拠しつつ、行政の特質を踏まえた基準を採用
国際公会計基準･･･････国際会計士連盟の国際公会計基準審議会が策定・公表した、政府及び政府機関を適用対象とする会計基準
	検討の視点
	主な対応状況
	主な効果

	①信頼性及び検証可能性が確保できる会計制度であること
	· 本来の財務諸表以外に出納整理期間の増減を除いた要約財務諸表を作成
※官庁会計では年度終了後の４月１日から５月３１日までの収入・支出について、３月３１日までに意思決定したものについては、その年度の決算に含める「出納整理期間」という特有の制度がある。

※他のモデル等は出納整理期間を含む財務諸表のみを作成しており、大阪府の取組みは先駆的。
	· 出納整理期間の増減を含まない財務情報を示すことにより、年度末（３月３１日）時点での現金及び資産・負債残高が明瞭となり、不明朗な会計操作はできなくなる。
※出納整理期間中は、新旧両年度の現金収支が混在することが、夕張市のような会計操作を許す原因となっている。

	②個別の組織、事業におけるマネジメントに活用できること
	· 日々の１件１件の収入・支出の会計処理を行う段階で、同時に複式仕訳により仕訳データを作成する、いわゆる日々仕訳方式を採用（東京都と同様）
※決算統計数値を組み替えて作成する総務省モデルでは、組織や事業といったきめ細かい単位での財務情報が把握できないこと、作成時期が遅くなるなどの課題がある。
	· 大阪府全体の財務諸表のみでなく、組織別や事業別など多様な財務諸表を迅速かつ正確に作成できるようになり、様々なマネジメントに活用できる。



	③財務諸表の利用者にとって分かりやすいこと
	· 官庁会計では見えない債務やリスクを明確に表示

※特に基金については、一般会計が基金から借入を行っている金額と借入後の基金残高の両方を表示する。（大阪府独自）
· 固定資産の評価は、民間企業や東京都と同じ取得原価を採用するが、売却可能な資産については、総務省モデルの考え方を採り入れ、時価情報も表示（附属明細表）

· 税収は行政コスト計算書（民間企業の損益計算書に該当）の収入に計上（東京都と同様）
※総務省モデルでは、税収を収入（収益）に計上しないため、行政コスト計算書を見ても、財政収支の状況が分からない。
	· 一般会計が基金からの借入により財政運営を行っている実態を財務諸表で明確に表示することができる。
· 重要な財務情報である財産売却による歳入確保見込額を明確に表示することができる。
· 行政サービスに要した費用とその財源（収入）を対比することにより、財政収支の状況（黒字・赤字）を明確に表示することができる。


	④作成のための労力及びコストをできるだけ軽減するシステムであること
	· 現行の財務会計システムの機能を活用し、官庁会計の予算科目情報（人件費などの性質別情報）に基づいて自動的に複式簿記の仕訳を行う“自動仕訳”を導入（東京都と同様）
	· 官庁会計（単式簿記）から自動的に複式情報が蓄積される仕組みを導入することにより、職員の事務負担の増加を最小限に抑制することができる。



◎自治体経営改革の実現
· 財務諸表を作成する事業の単位、人件費などの配賦基準、事業内容に応じた成果指標や評価基準、ＰＤＣＡサイクルの確立など、財務諸表を活用した組織経営手法について検討

· わかりやすい情報開示や決算審査に活用できるよう議会への提出などについて検討
◎全国的な会計基準の統一など

· 会計基準の検討過程、システム改修のノウハウなどの情報提供を通じて、他団体の新公会計制度検討に協力

【参考：スケジュール】
～２２年度　会計基準・規程整備、財務会計システム等改修、職員研修・啓発
２３年度　　試験運用（通年）

２４年度　　本格運用
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■中間報告の目的


○新公会計制度導入に関わる会計処理やシステム、活用方策等について、現時点までの検討状況と今後の検討の方向性をまとめたもの


○この内容について広く御意見をいただき、更に詳細な検討を実施していくことにより、大阪府の新公会計制度が目指す目的を達成できるものとなるよう取組みを進める














新公会計制度が目指すもの





検討の視点と主な対応・効果





今後の取組








